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本資料には将来の業績に係わる記述が含まれています。 

こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、不確実性を内在するものです。 

将来の業績は経営環境の変化等により異なる可能性があることにご留意下さい。 

 

＜ご照会先＞ 

株式会社 八十二銀行 企画部 ＩＲ担当 桜井 

TEL：026-224-5511 

FAX：026-226-5077 

E-mail： a2762301@82bank.co.jp 
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当行のプロフィール 

名称 THE HACHIJUNI BANK, LTD. 

本店所在地 長野県長野市 

創立 昭和6年8月1日 

拠点 国内 152店舗 

    （県内132・県外20） 

店舗外ＡＴＭ 205ヵ所 

海外 支店1（香港） 

    駐在員事務所4 
（大連、上海、バンコク、シンガポール） 

従業員数 3,210人 

資本金 522億円 

発行株式数 511,103千株 

総資産 7兆6,646億円 

純資産 5,962億円 

預金残高 6兆51億円 

貸出金残高 4兆4,834億円 

総自己資本比率 

（国際統一基準） 
連結 19.71％（速報値） 

単体 18.76％（速報値） 

格付け S&P  ： A 

R&I  ： A+ 

Nagano 
City 

Nagano 
Prefecture 

２０１４年９月末現在 

40.1  

37.3  

10.3  12.3  

貸出金シェア （％） 

八十二銀行 銀行・信金・信組 

労金・政府系 農協 

31.0  

29.0  

3.7  

16.7  

19.6  

預金シェア（％） 

八十二銀行 銀行・信金・信組 
労金・政府系 農協 
ゆうちょ 

ＯＳＡＫＡ 

ＴＯＫＹＯ 
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長野県内シェア（2014年9月末） 

八十二銀行の概要 

（ゆうちょは当行推計値） 



0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14（年度）

（台）

年度計

4-9月計

0

5,000

10,000

15,000

20,000

04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 （年度）

（戸）

年度計

4-9月計

▲80

▲60

▲40

▲20

0

20

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣ

08 09 10 11 12 13 14

見通し

（期/暦年）(資料)長野経済研究所「四半期別業況アンケート調査」

（％ポイント）

60.0 

70.0 

80.0 

90.0 

100.0 

110.0 

120.0 

2008

年

2009

年

2010

年

2011

年

2012

年

2013

年

2014

年

（2010年＝100）

一致指数

先行指数

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 （年度）

（億円）

年度計

4-9月計

4 4 

長野県の状況 

長野県コンポジット・インデックス（NCI） 

長野県企業業況判断指数 

長野県公共工事保証請負額の推移 

県内新設住宅着工戸数の推移 

県内乗用車販売台数（普＋小＋軽）の推移 

（出所） 

ＮＣＩ、長野県企業業況判断指数：長野経済研究所 

長野県公共工事保証請負額：東日本建設業保証㈱長野支店 

県内新築住宅着工戸数：長野県 

県内乗用車販売台数：長野運輸支局 
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２０１４年９月期決算の概要（単体）       

第２９次長期経営計画に基づく取組み  

主要計数の状況 



決算の概要 

【2014年度上期決算のポイント】 

コア業務純益は、利鞘縮小による資金利益の減少により134億円（対前年同期 

  ▲9億円）。 

与信関係費用は、大口先のランクアップおよび個別貸倒引当金新規繰入の大幅 

  減少を主因に▲30億円（対前年同期＋0億円）。 

有価証券関係損益は、国債等債券損益、株式等損益ともに減少し34億円 

  （対前年同期▲28億円）。 

中間純利益は、142億円（対前年同期▲10億円）。 

中間配当額は、1株当たり5円（対前年同期同額）。 

 
【2014年度通期業績予想のポイント】 

コア業務純益は、資金利益の減少を主因に245億円（対前期▲85億円）。 

与信関係費用は、低位安定を見込み▲44億円（対前期▲52億円）。 

当期純利益は、250億円（対前期＋3億円）。 

年間配当額は、1株当たり11円を予定。 
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損益の状況 

2013年度 

中間期 

実績 

2013年度 

通期 

実績 

2014年度 2014年度 

中間期 

実績 

対前年 

同期 

対中間 

見込 

通期 

見込 

対前期 

業務粗利益 ４９２ ９８１ ４６２ ▲２９ ２０ ９０１ ▲８０ 

資金利益 ３９０ ８０６ ３７６ ▲１３ ２３ ７２９ ▲７７ 

役務取引等利益 ５１ １０３ ５０ ▲０ ０ ９９ ▲４ 

その他業務利益 ５０ ６８ ３３ ▲１６ ▲２ ６８ ０ 

国債等債券損益 ４８ ６４ ２９ ▲１９ ０ ５９ ▲５ 

経費 ３００ ５８７ ２９９ ▲１ ▲８ ５９６ ９ 

人件費 １５０ ２９７ １４６ ▲３ ▲４ ２９３ ▲４ 

物件費 １３５ ２６４ １３４ ▲０ ▲３ ２７２ ８ 

コア業務純益 １４３ ３３０ １３４ ▲９ ２９ ２４５ ▲８５ 

実質業務純益 １９１ ３９４ １６３ ▲２８ ２８ ３０５ ▲８９ 

一般貸倒引当金繰入額 ― ▲５９ ― ― ― ― ５９ 

業務純益 １９１ ４５３ １６３ ▲２８ ２８ ３０５ ▲１４８ 

主
な 

臨
時
損
益 

貸倒引当金戻入益 ３６ ― ３３ ▲３ ２６ ４８ ４８ 

株式等損益 １４ １８ ５ ▲９ ▲１５ ５ ▲１３ 

不良債権処理額 ４ ６７ ２ ▲２ ０ ４ ▲６３ 

経常利益 ２４５ ４０４ ２１１ ▲３３ ４１ ３７０ ▲３４ 

特別損益 ▲０ ▲３ ▲１ ▲０ ▲１ ― ３ 

当期（中間）純利益 １５３ ２４７ １４２ ▲１０ ３２ ２５０ ３ 

与信関係費用 ▲３１ ８ ▲３０ ０ ▲２５ ▲４４ ▲５２ 

有価証券関係損益 ６２ ８２ ３４ ▲２８ ▲１５ ６４ ▲１８ 
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（億円） 

差異要因 
貸出金利息 ▲17億円 

有価証券利息配当金 ＋5億円 

差異要因 
有価証券平残増加・長期化約＋19億円 

株式配当金約＋2億円 

国際部門調達コスト約▲3億円 

差異要因 
大口先のランクアップ 

ランクダウンの予定下回り 

預金保険料還付見込まず 

主な臨時損益以外の増減要因 
金銭信託運用損益改善5億円（＋） 
退職給付費用増加7億円（－） 

組合出資に係る運用損減少17億円（＋） 



長期経営計画計数目標の状況 

計数目標項目 
2014年度末 

目標 

2014年度上期 

進捗状況 

2014年度末 

見通し 

実質業務純益 ４００億円 １６３億円 ３０５億円 

当期純利益 ２００億円 １４２億円 ２５０億円 

金融再生法開示債権比率 ３．５％ ２．８８％ ２％台後半 

ＴｉｅｒⅠ自己資本比率 

（バーゼルⅢ） 
１６％ （速報）１５．８４％ １６％台前半 

ＯＨＲ ５０％台 ６４．７％ ６６．１％ 
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株主還元 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度予想 

年間配当額① ３５ ５０ ５５ ５５ 

１株当たり配当額（年間） ７．０円 １０．０円 １１．０円 １１．０円 

うち中間配当額 ３．０円 ３．５円 ５．０円 ５．０円 

自己株式取得額② ０ ２０ ０ ２９ 

株主還元額③＝①＋② ３６ ７０ ５５ ８５ 

当期純利益④ １６７ ２０５ ２４７ ２５０ 

配当性向①÷④ ２１．３％ ２４．６％ ２２．２％ ２２．０％ 

株主還元率③÷④ ２１．６％ ３４．４％ ２２．２％ ３４．０％ 

【配当方針】 

当期純利益２００億円までは配当性向２０％を目安とし、当期純利益が２００億円を上回る場合には、 

その上回り部分の３０％を目安に加算して配当をいたします。 

（１株当たりの配当の下限：年間５円） 
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※配当性向および株主還元率は上記計算式により計算 

（億円） 



主要勘定の状況（貸出金／預金／有価証券） 

23,545  23,691  23,788  23,700  

20,652  21,110  21,584  21,659  

2013上 2013下 2014上 2014下見込 

貸出金平残 

県内 県外 

合計 

４４，１９８ 

合計 

４４，８０２ 

合計 

４５，３７３ 

合計 

４５，３５９ 

53,578  53,551  54,784  54,399  

5,111  5,462  5,680  5,252  

2013上 2013下 2014上 2014下見込 

預金平残 

県内 県外 

（億円） 

合計 

５８，６８９ 

合計 

５９，０１４ 

合計 

６０，４６５ 

合計 

５９，６５２ 

11,631  11,860  12,206  12,360  

8,476  9,108  9,862  9,676  

2013上 2013下 2014上 2014下見込 

有価証券平残 

国債 その他 

（億円） 

合計 

２０，１０７ 

合計 

２０，９６８ 

合計 

２２，０６８ 

合計 

２２，０３６ 

600  

1,438  

1,888  

462 506 
661 

9 63 123 

1,073  

2,008  

2,673  

2012/9 2013/9 2014/9

有価証券評価損益 

株式 債券 その他 合計 

（億円） 

10 

（億円） 
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２０１４年９月期決算の概要（単体）       

第２９次長期経営計画に基づく取組み  

主要計数の状況 



法人分野① 

12 

貸出金増強 

長野県内一般貸平残推移（億円） 医療・福祉関連融資末残推移（億円） 

27 

60 56 51 

2012下 2013上 2013下 2014上 

農業関連融資末残推移（億円） 環境関連融資実行額推移（億円） ＡＢＬ末残推移（億円） 

125 
127 

125 

135 

2012下 2013上 2013下 2014上 

11,755  
11,312  11,220  11,096  11,100  

10,681  10,680  

2011下 2012上 2012下 2013上 2013下 2014上 2014下 

（見込） 

1,246  
1,250  1,251  

1,269  

2012下 2013上 2013下 2014上 

43 47 

85 88 

2012下 2013上 2013下 2014上 



法人分野② 
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 ソリューション強化 

創業支援 

 ・「はちにの女性向け創業セミナー」 

 ・「信州ベンチャーコンテスト２０１４」 

成長産業支援 

 ・「八十二航空宇宙産業セミナー」 

観光支援 

 ・株式会社地域経済活性化支援機構 

  との「『長野県における観光による地 

  域活性化』に関する連携協定 

 

 

 

 

26 

101 

21 

70 

2012下 2013上 2013下 2014上 

125 

73 

139 
116 

2012下 2013上 2013下 2014上 

シンジケート・ローン収益推移（百万円） デリバティブ関連収益推移（百万円） Ｍ＆Ａ関連収益（百万円） 

22 22 

31 30 

2012下 2013上 2013下 2014上 

私募債実行件数 事業承継コンサル受託件数 創業・新事業支援 

191 

110 
163 

134 

2012下 2013上 2013下 2014上 

71 61 

113 
131 

2012下 2013上 2013下 2014上 



7,845  8,619  8,127  
9,212  

8,123  

10,516  

4月 5月 6月 7月 8月 9月 

345  
232  196  180  

344  
421  443  

334  

2012下 2013上 2013下 2014上 

変動 10年固定 その他 

2014年上期平均実行金利  

固定10年1.24% 変動0.90%  

個人分野① 
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消費者ローン 

投資型商品 

10,090  
10,350  

10,590  
10,707  10,770  

2012下 2013上 2013下 2014上 2014下 

（見込） 

消費性末残推移（億円） 住宅ローン実行額（億円） 2014年上期住宅ローン月別実行額（百万円） 

投資信託販売額（億円） 生命保険販売額（億円） 

NISA口座数 34,226口座 

NISA利用率 33.4％ 

NISA平均残高 698千円 

NISA 

229  

310  313  
276  

2012下 2013上 2013下 2014上 

211  229  230  
272  

2012下 2013上 2013下 2014上 



個人分野② 

当行利用者（2014年9月末実績） 

口座保有：137,207人 

給与受取口座指定：469,643人 

インバン：266,879人 

（当行全体：約367千人） 

住宅ローン利用：57,871人 

カードローン契約：76,297人 

投資型商品利用：151,897人 

保険契約：61,861人 

年金受取口座指定：228,246人 

教育応援預金利用：738件 

相続セミナー来場者：年間約500人 

県内人口※ 

若年層 

（～19歳） 
382,389人 

勤労者層 

（20～59歳） 
955,070人 

高齢層 

（60歳～） 
765,583人 

15 

今後の取組み 

・教育資金一括贈与への取組み
による裾野拡大 

・ホームページ更改 

 （2015年4月予定） 

・ＡＴＭカードローン 

 （2015年3月予定） 

・ＮＩＳＡ拡充のための新商品 

・生命保険拡充のための新商品 

・八十二証券との連携強化 

・朝日信託提携、ＰＢチーム組成
による富裕層への取組み強化 

 ターゲット別の商品・サービス投入 

※出所：長野県情報統計課（2014年10月1日現在） 
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 支店 

 駐在員事務所 

 トレーニー・派遣行員 

上海駐在員事務所 
邦人1名・総勢3名 

大連駐在員事務所 
邦人1名・総勢2名 

ﾊﾞﾝｺｸ駐在員事務所 
邦人1名・総勢2名 

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員事務所 
邦人1名・総勢2名 

香港支店 
邦人6名・総勢14名 

インド 

 ・県内企業拠点数：18 

 ・貸出金：1,315百万円 

 ・提携行：2行 

中国 

 ・県内企業拠点数：345 

 ・貸出金：1,098百万円 

 ・提携行：2行 

台湾 

 ・県内企業拠点数：58 

 ・貸出金：54百万円 

 ・提携行：1行 

シンガポール 

 ・県内企業拠点数：47 

 ・貸出金：11,075百万円 

マレーシア 

 ・県内企業拠点数：36 

 ・貸出金：339百万円 

 ・提携行：2行 

フィリピン 

 ・県内企業拠点数：31 

 ・貸出金：2百万円 

 ・提携行：1行 

ベトナム 

 ・県内企業拠点数：35 

 ・貸出金：328百万円 

 ・提携行：1行 

インドネシア 

 ・県内企業拠点数：47 

 ・貸出金：7,313百万円 

 ・提携行：1行 

タイ 

 ・県内企業拠点数：104 

 ・貸出金：10,718百万円 

 ・提携行：1行 

武漢 

三菱東京UFJ銀行大連支店 

当行香港支店 

みずほ銀行ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ支店 

三菱東京UFJ銀行ﾎｰﾁﾐﾝ支店 

取引先現地法人 

CIMBﾆｱｶﾞ銀行 

ｶｼｺﾝ銀行（2名） 

香港 

 ・県内企業拠点数：84 

 ・貸出金：13,933百万円 

※県内企業拠点数・・・長野県工業統計調査（製造業対象）の平成24年末時点のデータ 

※貸出金・・・国内および香港支店からの日系・非日系企業向け融資 平成26年9月末残高 

グローバルニーズへの対応力強化  
●貸出金総額865億円（うちｱｼﾞｱ481億円） ●提携銀行12行（10月に台湾を追加） ●海外派遣追加（ﾍﾞﾄﾅﾑ：5月、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ：11月） 

提携銀行名 主な提携エリア 

中国銀行、中国工商銀行 中国 

中國信託商業銀行（平成26年10月新たに提携） 台湾 

カシコン銀行 タイ 

CIMBニアガ銀行 インドネシア 

CIMB銀行、CIMB Investment Bank マレーシア 

BDO Unibank （バンコ・デ・オロ） フィリピン 

オーストラリア・ニュージーランド銀行 ベトナム 

インドステイト銀行 インド 

スタンダードチャータード銀行 アジア全般 

クレディ・アグリコル インド 

BDO Unibank（予定） 

モンゴル 

 ・貸出金：335百万円 

国際分野 



市場運用分野 

有価証券残高の推移 （取得原価ベース） 
２０１４年度 

下期投資方針 ２０１２／９ ２０１３／３ ２０１３／９ ２０１４／３ ２０１４／９ 

債券 利付国債 ８，７１１ ９，６８５ ８，８５０ ９，６２７ ９，８５４ 

変動利付国債 １，８０８ １，９２７ １，８７８ １，８７９ １，８８０ 

物価連動国債 ７４０ ７０６ ６３８ ６２２ ５６６ 

その他国内有価証券 ３，６４０ ３，２６８ ３，３４５ ３，４００ ３，２９２ 

円建証券化商品 ０ ０ ０ ８９ ２６０ 

仕組債等 １４７ ６７ ３４ ２９ １２４ 

国内証券 

 
国内株式 １，１０５ １，１１８ １，１１３ １，１２９ １，１４１ 

国内ＥＴＦ ２８ ４２ ４９ ５３ ６５ 

Ｊ－ＲＥＩＴ １７１ １６３ １４９ １５２ １６７ 

その他投資信託 ９９ １１９ ２３６ ４１０ ５７０ 

組合出資等 １０８ １１９ １５７ １８４ ２２７ 

ヘッジファンド １６９ １３９ １１８ １２１ １１９ 

外国証券 ヘッジファンド ４４ ５３ ５５ ６１ ６４ 

円建外債 ８８７ ７３３ ５８２ ４９５ ４６９ 

海外株式・ＥＴＦ等 ２４ ２５ ２６ ３３ ３４ 

外貨建債券 １，６８８ ２，４２４ ２，５６２ ３，３４３ ３，６８５ 

外貨建証券化商品 ０ ０ ０ ０ ０ 

合計 １９，３７５ ２０，５９３ １９，７９８ ２１，６３５ ２２，５２５ 

（億円） 
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２０１４年９月期決算の概要（単体）       

第２９次長期経営計画に基づく取組み  

主要計数の状況 



自己資本の状況（単体） 

バーゼルⅢ基準 2014/3 2014/9 
（速報値） 

増減 

総自己資本比率 １８．０２％ １８．７６％ ＋０．７４％ 

Ｔｉｅｒ１比率 １５．６３％ １５．８４％ ＋０．２１％ 

普通株式等  

Ｔｉｅｒ１比率 
１５．６３％ １５．８４％ ＋０．２１％ 

総自己資本額 ５，１１６ ５，４８０ ＋３６３ 

Ｔｉｅｒ１ ４，４３８ ４，６２７ ＋１８８ 

（普通株式等 

Ｔｉｅｒ１） 
（４，４３８） （４，６２７） ＋１８８ 

Ｔｉｅｒ２ ６７８ ８５２ ＋１７４ 

リスクアセット ２８，３８４ ２９，２００ ＋８１６ 

信用リスク ２６，６０２ ２７，４３４ ＋８３１ 

オペレーショナ
ルリスク 

１，７８１ １，７６５ ▲１５ 

15.18 

16.24 

17.15 

18.02 

18.76 

13.50  

14.46  14.26  

15.63  15.84  

2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2014/9

（速報値） 

バーゼルⅢ 

自己資本比率 

総自己資本比率 

Ｔｉｅｒ１比率 

Ｔｉｅｒ１比率 

（％） 

バーゼルⅡ 

（億円、％） 

 当行は国際統一基準行として、２０１３年３月末から新しい自己資本比率規制（バーゼルⅢ）を適用し 

  自己資本比率を算出しております。 

 バーゼルⅢによる総自己資本比率は１８．７６％、Ｔｉｅｒ１比率は１５．８４％、普通株式等Ｔｉｅｒ１比率は 

  １５．８４％となりました（速報値）。 

自己資本比率の推移（単体） 
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ROEの状況（単体） 

3.75 

4.36 

3.72 

4.15 

4.56 

4.3 

2010/3 2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 

見込 
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仮にROE5%台（2015年3月期）を実現するとすれば・・・ 

⇒当期純利益295億円程度（対見込＋45億円）が必要。 

※有価証券報告書ベース 

ROEの推移（単体） 



２０１４年度下期 資本配賦運営の状況（連結） 

4,497  

3,438  

250  

1,059  

配賦可能自己資本 配賦自己資本 

コア自己資本 

その他包括 

利益累計額 

バッファー 

配賦資本 

２０１４年度下期 

配賦資本 

２０１４年度上期 

配賦資本 

配賦資本 

増減 

リスク量実績
（２０１４年９月） 

合計（億円） ３，４３８ ３，５５９ ▲１２１ ２，０８７ 

営業店信用リスク（貸出金信用リスク） ８８０ ８６０ ＋２０ ６３２ 

営業店金利リスク（預貸金金利リスク） ３５０ ４００ ▲５０ ２１４ 

市場部門 １，６５５ １，６５０ ＋５ ７６９ 

政策投資部門 １００ １８０ ▲８０ ２ 

オペレーショナルリスク １４３ １４４ ▲１ １４３ 

連結対象子会社 ３１０ ３２５ ▲１５ ３１０ 

    信用リスク      金利リスク      価格変動リスク      注：トレーディング取引等は１０営業日 

                                                政策投資部門は１年 

保有期間：１年     保有期間：６ヶ月（注） 保有期間：６ヶ月（注）      

信頼区間：９９．９％  信頼区間：９９．９％  信頼区間：９９．９％  

２０１４年３月期 

普通株式等TierⅠ資本 

４，７４７億円 

 国内貸出金部門 

    積極的な貸出によるリスク増加を見込み対前年同期＋２０億円 

 ＡＬＭ管理部門 

    前期までのリスク量増加要因（コア預金デュレーション長期化）が剥落していることを踏まえ、 

    対前年同期▲５０億円 

 市場部門・政策投資部門 

 市場部門： 対前年同期同水準 

 政策投資部門： リスク量減少により対前年同期▲８０億円 

  （政策投資株式のリスク量は、「（ＶａＲ）－（評価損益）」で「最少」は０。株価の下値の目処は、 

   過去１年間の最安値を勘案し設定【日経平均１０，０００円程度】） 

 バッファー 

    想定以上の環境変化に対し、地元への資金供給を継続するための備え等 

21 

（億円） 



与信関係費用・不良債権・ボディリスクの状況 

与信関係費用の推移        

２０１２ 

年度 

２０１３ 

年度 

２０１４年度見込 

上期 

一般貸倒引当金繰入額 ▲２７ ▲５９ ▲２０ ▲２４ 

不良債権処理額 ３３ ６７ ▲１０ ▲１９ 

与信関係費用 ５ ８ ▲３０ ▲４４ 

与信関係費用率 ０．０１ ０．０１ ▲０．１３ ▲０．０９ 

不良債権残高の推移（金融再生法開示債権ベース） 

２０１２ 

年度 

２０１３ 

年度 

２０１４年度見込 

上期 

破産更生債権 ２４６ １５８ １５９ １４６ 

危険債権 ９６９ ９６９ ９１０ ９０５ 

要管理債権 ３３４ ２７６ ２４２ ２３８ 

合計 １，５４９ １，４０４ １，３１１ １，２８９ 

不良債権比率 ３．４８ ３．１１ ２．８８ ２．８０ 

部分直接償却実施後 ３．１６ ２．９０ ２．６９ 

目的 管理対象とするリスク 
ＶａＲ 

信頼区間 保有期間 

ボディリスクの計測 期間損益に与える影響の把握 
「ボディ・リスク（Body Risk）」 

業務純益レベルの損失が発生するリスク 
８５％ 半年 

（単位：億円） ２０１４／４ ２０１４／５ ２０１４／６ ２０１４／７ ２０１４／８ ２０１４／９ 

国内貸出金部門（信用リスク） ６０ ６０ ６０ ５８ ５６ ５６ 

政策投資株式（減損リスク） ６ ５ １ ４ １ １ 

合計 ６６ ６６ ６１ ６２ ５７ ５７ 

（億円、％） （億円、％） 

 ※期間損益に与える影響が大きい「与信費用の上振れリスク」と「政策投資株式の減損リスク」が対象 
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※部分直接償却は実施しておりません 

※与信関係費用率＝与信関係費用÷総貸出金残高（平残） 

※２０１２年度の与信関係費用内訳は、貸倒引当金戻入益を組み替えた場合の計数 



利回り・利鞘の状況 

利回りと利鞘の推移（全店） 

２０１０年度 ２０１１年度 ２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度見込 対２０１３
年度 上期 上期 上期 上期 上期 

総資金運用利回 １．５５ １．５３ １．４８ １．４７ １．３９ １．３７ １．３２ １．３１ １．１８ １．１８ ▲０．１３ 

総資金調達利回 ０．１５ ０．１５ ０．１４ ０．１４ ０．１２ ０．１３ ０．１４ ０．１３ ０．１３ ０．１４ ＋０．０１ 

総資金粗利鞘 １．３９ １．３８ １．３３ １．３３ １．２６ １．２４ １．１８ １．１８ １．０４ １．０３ ▲０．１５ 

利回りと利鞘の推移（国内部門） 

総資金運用利回 １．５２ １．５０ １．４５ １．４４ １．３５ １．３３ １．２８ １．２４ １．１４ １．１３ ▲０．１１ 

貸出金利回 １．６８ １．６４ １．５４ １．５３ １．４４ １．４２ １．３３ １．３０ １．２２ １．２１ ▲０．０９ 

有価証券利回 １．３９ １．３５ １．３６ １．３４ １．３０ １．２７ １．３１ １．３８ １．２８ １．２１ ▲０．１７ 

総資金調達利回 ０．１５ ０．１４ ０．１３ ０．１２ ０．１１ ０．１１ ０．１２ ０．１２ ０．１１ ０．１２ ０．００ 

預金等利回 ０．１１ ０．０９ ０．０６ ０．０５ ０．０４ ０．０４ ０．０４ ０．０３ ０．０４ ０．０４ ＋０．０１ 

総資金粗利鞘 １．３７ １．３６ １．３２ １．３２ １．２４ １．２１ １．１５ １．１２ １．０２ １．０１ ▲０．１１ 

（％） 

（％） 
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法人・個人主要計数の状況 

法人貸出金の推移 

２０１３/上 ２０１３/下 ２０１４/上 ２０１４/下 

見込 

長野県域（長野・新潟・岐阜） １１，５０５ １１，４９１ １１，０６３ １１，０６８ 

内、中小企業向け ９，０２６ ８，７８３ ８，５２８ ― 

長野県域外 
（東京・埼玉・群馬・愛知・大阪） 

１７，１５９ １７，５０１ １７，７８８ １７，９５１ 

保証協会付融資残高 

（末残） 
３，０２７ ３，０１０ ２，９３７ ― 

法人役務収益の推移 

デリバティブ ７３ １４０ １１６ １１０ 

ｼ･ﾛｰﾝ、私募債、ファクタリ
ング 

４６９ ５３４ ４８０ ５２６ 

Ｍ＆Ａ、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ等 ３２１ ２４３ ２５３ ２６３ 

合計 ８６４ ９１７ ８５０ ８９９ 

４０１Ｋの推移 

導入企業数 ４０６ ４１３ ４１９ ４２４ 

預かり金融資産末残※ ３７，４５３ ３８，９９５ ４０，２６９ ４１，０６８ 

投資型商品 ８，４６６ ８，８１５ ９，５０４ ９，８０４ 

預金 ２８，９８６ ３０，１７９ ３０，７６４ ３１，２６４ 

個人貸出金の推移 

２０１３/上 ２０１３/下 ２０１４/上 ２０１４/下見込 

消費者ローン １０，３５０ １０，５９０ １０，７０７ １０，７７０ 

内、住宅関連
ローン 

９，５８８ ９，８３２ ９，９５０ １０，０３６ 

個人投資型商品残高の推移 

公共債 ２，５７４ ２，２４７ １，９００ １，６００ 

 （獲得額） （１０９） （１３３） （１２４） （１２０） 

投資信託 １，６７３ １，６５１ １，７４３ １，８１０ 

 （獲得額） （３１０） （３１３） （２７６） （３６６） 

外貨預金 ２７４ ２５４ ２３９ ２４５ 

生命保険（時価ベース） ２，８５６ ３，０２７ ３，２１３ ３，３８０ 

 （獲得額） （２２９） （２３０） （２７２） （２５０） 

金融商品仲介 ２１６ ２５１ ３０１ ３４０ 

 （獲得額） （１４５） （１５９） （７１） （１１５） 

投資型商品収益の推移 

公共債 ４６ ６４ ５６ ６５ 

投資信託 ８０４ ８４４ ７７５ ８５８ 

内、信託報酬 ４２１ ３９９ ３９６ ４２０ 

外貨預金 ３２０ ２８７ ２２７ ２４２ 

生損保 ７６１ ８４２ ９５１ ８９０ 

金融商品仲介 ２７７ ４１３ ２０４ ３００ 

合計 ２，２１１ ２，４５０ ２，２１３ ２，３５５ 

（半期平残・億円） 

（百万円） 

（社・百万円） 

（末残・億円） 

（末残・億円） 

（百万円） 
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※預かり金融資産残高：加入者拠出金のうち当行勘定分 


